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はじめに 

 
このパンフレットは、山中湖村内にお住まいの身体障害、知的障害及び精神障

害のある方（原則として、18歳未満の障害児を含みます。）を対象とした福祉サ

ービスの概要について記載したものです。 

 各サービスの対象者や申込方法などについては、障害の程度や所得により対

象者に制限がある場合や、事前の申込みが必要な場合があります。 

 詳細については、事前に各窓口にお問い合わせください。 

 

 

 このパンフレットは、令和 8年 7月 1日現在の情報を掲載しています。 

 内容が変わっていることや、受付が終了していることがありますので、各サー

ビスをご利用の際には、事前に各窓口にお問い合わせください。 
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●相談支援に関すること● 
 

富士北麓障害者基幹相談支援センター「ふじのわ」をご利

用ください 
 

基幹相談支援センターとは、地域における相談支援の拠点です。 

富士北麓 6市町村（富士吉田市・西桂町・忍野村・山中湖村・富士河口湖町・

鳴沢村）共同で設置しています。 

障害のある方々が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、各種相談や

情報提供などの支援を行っています。 

まずはお気軽にご相談ください。 

 

【対象者】 

障害の種別や年齢、障害者手帳のある・なしに関わらず、障害のある方（疑

いのある方を含む）やご家族など 

【相談内容】 

生活上の困りごとや就労等の各種相談や情報提供、福祉サービス・制度の利

用など 

【場所】 

富士吉田市役所 1階 

その他、自宅など相談者の都合に合わせられます。 

【日時】 

月曜日～金曜日 

午前 8時 30 分～午後 5時 15分 

祝日、12 月 29 日～1 月 3 日を除く。ただし緊急時や夜間・休日は電話にて

対応可能。 

【相談料】 

無料 

【相談員】 

相談支援専門員や社会福祉士・精神保健福祉士等専門性のある相談員が常勤

しています。 

【問い合わせ】 

電話番号：0555-28-6255 

FAX番号：0555-22-1122 

  メールアドレス：fujinowa@snow.ocn.ne.jp 
  

http://www.asahi.com/topics/word/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E4%BF%9D%E5%81%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB.html
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●障害者手帳● 

 

障害者手帳は、法律に定める障害に該当すると認められた場合に交付されま

す。 

手帳の交付を受けると、各種の福祉サービスを受けることができます。 

障害の種類によって『身体障害者手帳』『療育手帳』『精神障害者保健福祉手帳』

があります。 

 

身体障害者手帳(赤色の手帳) 
【等級】障害の程度により、１級から６級まであります。 

【対象者】視覚、聴覚・平衡機能、音声・言語・そしゃく機能、肢体不自由、心

臓、じん臓、肝臓、呼吸器、ぼうこう又は直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスに

よる免疫機能に永続する障害がある方 

【申請に必要なもの】 

手続き 
必要なもの 

写真※1 診断書※2 マイナンバー 手帳 

新規申請 ２枚 ○ ○  

再 

交 

付 

申 

請 

障害の程度変更 １枚 ○ ○ ○ 

障害名の追加 １枚 ○ ○ ○ 

手帳の紛失 １枚  ○  

手帳の破損 １枚 
 

○ ○ 

変更申請(氏名・住所)   〇 ○ 

手帳の返還 

(死亡・障害の消失) 

  
○ ○ 

村内転居    ○ 

村外転出 
転出先の市町村障害福祉担当窓口に手帳を持参し、手続きをし

てください。 

※１ 写真について・・・タテ４㎝×ヨコ３㎝ 、上半身、１年以内に撮影した

もの 

※２ 診断書について・・・所定の身体障害者診断書・意見書で、県が指定する

医師が作成したもの。診断書は記載後３ヵ月以内のものに限る。
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療育手帳(青色の手帳) 
【等級】 

障害程度 障害程度の基準 

Ａ－１ 
重度の知的障害を有し、かつ身体障害者福祉法に基づく障害の程度が１・

２級に該当する障害を有する者。 

Ａ－２ａ 最重度の知的障害を有する者。 

Ａ－２ｂ 重度の知的障害を有する者。 

Ａ－３ 
中度の知的障害を有し、かつ身体障害者福祉法に基づく障害の程度が１級

から３級に該当する障害を有する者。 

Ｂ－１ 中度の知的障害を有する者。 

Ｂ－２ 軽度の知的障害を有する者。 

 

【申請に必要なもの】 

手続き 
必要なもの 

写真※1 マイナンバー 手帳 

新規申請 １枚 ○  

再判定 １枚  ○ 

再 

交 

付 

申 

請 

障害の程度変更 １枚  ○ 

手帳の紛失 １枚 ○  

手帳の破損 １枚 

 

○ 

変更申請(氏名・住所)   ○ 

村内転居   ○ 

村外転出 
転出先の市町村障害福祉担当窓口に手帳を持参し、手続きを

してください。 

手帳の返還 

(死亡・障害の消失・県外転

出) 

  

○ 

※１ 写真について・・・タテ４㎝×ヨコ３㎝ 、上半身、１年以内に撮影したも

の。身体障害者手帳を所持している方は申請時に身体障害者手帳が必要となり

ます。
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精神障害者保健福祉手帳(緑色の手帳) 
【等 級】 障害の程度により、１級から３級まであります。 

【申請に必要なもの】 

手続き 

必要なもの 

写真※1 
診断書 

※2 

障害年金証 

書等 

※３ 

マイナンバ

ー 
手帳 

新規申請 1枚 △ △ ○  

更新申請 1枚 △ △ ○ ○ 

障害の程度変更 1枚 △ △ ○ ○ 

再 

交 

付 

申 

請 

手帳の紛失 1枚 
  

○ 
 

手帳の破損 1枚 

  

○ ○ 

変更申請(氏名・住所)     ○ 

手帳の返還 

(死亡・障害の消失) 

    
○ 

※１ 写真について・・・タテ４㎝×ヨコ３㎝ 、上半身、１年以内に撮影した

もの 

※２ 診断書について・・・所定の精神障害者保健福祉手帳用診断書。 

              診断書は記載後３ヵ月以内のものに限る。 

※３ 障害年金証書等について・・・障害年金証書は平成９年以降のものに限る 

 

障害者手帳共通 Q&A① 『障害になったら、すぐに手帳を交付してもらえるので

すか？』 

⇒障害固定の期間が決まっており、すぐに申請できない場合があります。 

身体障害者手帳：障害の種類によって違うので、医師にご確認ください。 

精神障害者保健福祉手帳：初診日より６か月経過後に申請 

 

障害者手帳共通 Q&A② 『障害者手帳は有効期限がありますか？』 

⇒身体障害者手帳：有期認定期間がある方がいます。その場合は更新手続きが

必要です。 

療育手帳：再判定年月がある方がいます。その場合は、再判定の手続きが必

要です。 

精神障害者保健福祉手帳：有効期間は２年間です。３か月前から更新手続き

ができます。 

 



 

- 5 -  

●医療費の助成制度● 

 

重度心身障害者(児)医療費助成制度 

心身に重度の障害を持つ方に対して、医療機関等で健康保険を使って支払っ

た自己負担のうち、医療費分を助成します。医療機関等の窓口で支払いをした医

療費は３ヶ月程度で自動的に還付します。(入院中の食事代および保険のきかな

い費用は除く。) 

※１８歳以下(高校卒業まで)のお子様は、医療機関等の窓口にて受給資格者証

を提示していただくことにより、窓口での支払いが不要になります。 

【助成の対象者】 

医療保険に加入している方で、次の要件①②の両方を満たす方が対象となりま

す。 

①次のいずれかにあてはまること。 

•身体障害者手帳⇒『１級』『２級』『３級』 

•療育手帳⇒『Ａ』 

•精神障害者保健福祉手帳⇒『１級』『２級』 

•障害年金⇒『１級』『２級』 

②本人及び本人の生計維持者の前年(１～９月までは前々年)の所得が一定の

額未満であること。※担当者が確認します。 

【自動還付にならない場合】 

・山梨県外の医療機関、調剤薬局等で受診した（調剤を受けた）場合 

・医療機関、調剤薬局等の窓口で医療保険各法に規定する被保険者、組合員、

加入者又は被扶養者であることの確認を受けなかった場合または受給資格

者証を提示しなかった場合 

・医療機関、調剤薬局等で受診した（調剤を受けた）後、すぐに医療費を支払

わず、遅れて支払った場合 

・金額のやり直しがあった場合 

・療養費払い(柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師から

保険給付の対象となる療養を受けた場合や装具)に係る費用 

※この場合は、翌月以降に福祉健康課に『印鑑』、『受給資格者証』、『支払いを

した領収書』をご持参の上、医療費の支給申請をしてください。 

※受診した月の翌月１０日から２年以内に申請をしなかった場合は、給付でき

ませんので ご注意ください。 

【助成期間】 

申請日の翌月から１０月３１日まで 

(毎年１１月１日付けで更新になります。手続きが必要な方には必要書類を送

付します。) 

 

（次ページに続く） 
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【申請に必要なもの】 

医療費の助成を受けるためには、『重度心身障害者医療費助成金受給資格者証』

の交付を受けることが必要です。福祉健康課で申請をします。 

 

■持ち物 

１.印鑑 

２.健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確

認書など） 

 ・国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

 ・社会保険：受診者と被保険者の上記書類 

３.要件を確認できるもの(障害者手帳・障害年金証書・特別児童扶養手当受給

証明書等) 

４.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

５.本人名義の預金通帳 

６.世帯全員分のマイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

７.限度額適用認定証または限度額適用・標準負担額減額認定証 

【診療を受けるとき】 

受給資格者証（黄色）を病院等や院外処方の薬局などに提示してください。 

【登録事項に変更があったとき】 

住所、氏名、加入している健康保険が変わったときは、変更の手続きが必要とな

ります。 

■持ち物 

１.印鑑 

２.受給資格者証 

３.新しい健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資

格確認書など） 

・国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

 ・社会保険：受診者と被保険者の上記書類 

 

【受給資格がなくなるとき】 

 次の場合は受給資格がなくなります。受給資格者証の返還手続きをしてくだ

さい。 

  ・山中湖村外に転出するとき 

  ・死亡したとき 

  ・要件に該当しなくなったとき 

【支給決定通知】 

 支給した医療費の明細は毎月通知します。医療費が戻っているか領収書の金

額と照らし合わせてください。なお、重度医療費の支給を受けた金額について

は、医療費控除の対象になりません。 
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重度心身障害者医療費貸与制度 

医療費の支払いが困難な場合であっても、安心して適切な診療等を受けられ

るよう、必要な資金を貸与します。 

【申請期間】 

受診予定の月の前々月１１日から前月１０日まで 

※ただし、事情により上記期間を過ぎての申請も受け付けます。 

【貸与方法】 

１ヶ月ごとの医療費の貸与になります。 

福祉健康課で１ヶ月分の医療費の申請を行ってください。 

【貸与限度額】 

高額療養費制度の自己負担額まで(貸与額は千円単位) 

※ただし、特に理由がある場合は上限１０万円まで 

【申請に必要な持ち物】 

１.本人確認書類(障害者手帳、運転免許証、健康保険情報がわかるもの（マイ

ナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確認書など）) 

 国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

 社会保険：受診者と被保険者の上記書類等) 

２.重度心身障害者医療費助成金受給資格者証 

３.２００円分の収入印紙(貸与申請額が１万円未満の場合は不要) 

４.重度心身障害者医療費助成金の振込口座の通帳(又は口座番号がわかるも

の) 

※その他、お持ちの場合は限度額適用認定証(限度額適用・標準負担額減額認

定証)、直近の月の医療費領収書 
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自立支援医療 （更生医療） 

１８歳以上の身体障害者手帳をお持ちの方で、治療によって障害の程度を軽

くしたり、除去したり、障害の進行を防ぐことが可能な場合、その医療費の一部

を助成します。 

【対 象】 

障害の種類 給付内容 

視覚 角膜移植術、白内障手術、網膜はく離手術など 

聴覚 外耳道形成術、鼓膜穿孔手術、人工鼓膜、人工内耳など 

音声・言語・咀嚼機能 歯科矯正治療、口唇形成術、口蓋形成術、人工咽頭など 

肢体不自由 関節形成術、人工関節置換術、理学療法、作業療法など 

心臓機能 
弁形成術、大動脈-冠動脈バイパス術、ペースメーカー埋込み術な

ど 

じん臓機能 人工透析療法、腎移植術、抗免疫療法など 

小腸機能 中心静脈栄養法など 

免疫機能 抗ＨＩＶ療法、免疫調節療法など 

肝臓機能 肝臓移植、抗免疫療法など 

【自己負担】 

原則医療費の１割が自己負担となりますが、医療保険上の「世帯」の前年の市

町村民税所得割額により、負担額に上限が設定されます。 

助成を受けるためには、事前申請が必要です。福祉健康課で申請をします。 

【申請に必要な持ち物】 

１.身体障害者手帳 

２.更生医療意見書 

３. 健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確

認書など） 

 国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

 社会保険：受診者と被保険者の上記書類 

４.特定疾病療養受療証(人工透析療法の方) 

５.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

６.障害年金等の振込通知書又は年金が振り込まれる通帳(受給者のみ) 

７.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(国民健康保険の方は家族全員、社会保険の方は本人と被保険者、後期高齢者

医療の方は本人) 
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自立支援医療 （育成医療） 

１８歳未満の身体に障害のある児童に対し、生活能力を得るために必要な治

療を医療機関で受ける場合、その医療費の一部を助成します。なお、手術など確

実な治療効果が期待されるものに限ります。 

【対 象】 

肢体不自由 音声、言語、咀嚼機能障害 

視覚障害 内臓障害 

聴覚、平衡機能障害 
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の

障害 

【自己負担】 

原則医療費の１割が自己負担となりますが、医療保険上の「世帯」の前年の市

町村民税所得割額により、負担額に上限が設定されます。 

助成を受けるためには、事前申請が必要です。福祉健康課で申請をします。 

【申請に必要な持ち物】 

１.育成医療意見書 

２. 健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確

認書など） 

 国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

社会保険：受診者と被保険者の上記書類 

３.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

４.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(本人と保護者) 
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自立支援医療（精神通院医療） 

精神疾患があり継続して通院している方に対し、医療費が助成されます。 

この制度を利用することで、医療費の自己負担が１割となります。(生活保護

の方は、自己負担分はありません)。 

【対 象】 

医療保険に加入している方で、精神疾患で通院医療を受けている人 

【助成期間】 

１年間 ※更新手続きは有効期限の切れる３か月前からできます。 

【自己負担の軽減措置】 

医療保険上の世帯での住民税の課税状況(⇒所得区分)や疾病の状態(⇒重度

かつ継続)により、１か月の自己負担額に上限が設けられます。 

上限額までは医療を受けるたびに１割負担となりますが、上限に達した場合

その後自己負担額なし(全額公費負担)となります。ただし、あくまでも「月」単

位です。 

【助成を受けるためには】 

福祉健康課で申請をします。申請してから県での審査後、２カ月～３カ月で交

付されます。 

【申請に必要な持ち物】 

１.申請書(村役場にあります) 

２.診断書(自立支援医療(精神通院医療)用) 

３. 健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確

認書など） 

 国民健康保険、後期高齢者医療保険：家族全員分の上記書類 

 社会保険：受診者と被保険者の上記書類 

４.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

５.障害年金等の振込通知書又は年金が振り込まれる通帳(受給者のみ) 

６.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(国民健康保険の方は家族全員、社会保険の方は本人と被保険者、後期高齢者

医療の方は後期高齢者医療を使っている方全員) 

Q&A 『自立支援医療(精神通院医療)では風邪薬を処方されたときにも１割負担

ですか?』 

 ⇒助成の範囲があります。 

●対象となる医療の範囲は、｢精神疾患｣｢精神疾患に起因して生じた病態｣に対

する通院による医療です。 

(同じ医療機関で受けた治療であっても、精神医療に関係のないものは、公費負

担の対象とはなりません) 

●投薬・医療機関でのディケア・訪問看護なども含みます。 

●申請により医療受給者証に記載された病院や診療所、薬局などでの医療費の

みが対象になります。 
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高額医療費助成制度 

同じ人が同じ月内に、同一の医療機関に支払った医療費の一部負担額の合計

が高額になった場合、一度は全額支払いますが、申請により自己負担限度額を超

えた分が助成されます。 

マイナ保険証をお持ちでない方は、税務住民サービス課窓口で限度額認定申

請をして下さい。 

 

後期高齢者医療制度の適用 

【対象者】 

次の要件のいずれかを満たす方は、６５才から適用になります。 

●身体障害者手帳⇒『１級』『２級』『３級』『４級の一部』 

●療育手帳⇒『Ａ』 

●精神障害者保健福祉手帳⇒『１級』『２級』 

●障害年金⇒『１級』『２級』 

【助成を受けるためには】 

税務住民サービス課で申請します。 

【申請に必要な持ち物】 

１.申請書(村役場にあります) 

２. 健康保険情報がわかるもの（マイナ保険証、資格情報のお知らせ、資格確

認書など） 

３.要件を確認できるもの(障害者手帳・障害年金証書) 

４.印鑑 

 

B 型ウイルス性肝炎・C 型ウイルス性肝炎の治療費助成 

B型・C型肝炎患者の方々の経済負担を軽減し早期治療を推進するため、イン

ターフェロン治療、インターフェロンフリー治療、または B 型肝炎の核酸アナ

ログ製剤治療に必要な医療費の助成が受けられます。 

【対象者】 

B 型慢性活動性肝炎、C 型慢性肝炎および代償性肝硬変の認定基準を満たし、

保険適用となっているインターフェロン製剤による治療を受ける方 

【助成の対象医療】 

受給者証の有効期間内のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治

療、または B型肝炎の核酸アナログ製剤治療にかかる初診料、検査料、入院料、

薬剤料 

【助成を受けるためには】 

富士・東部保健所 地域保健課に申請をします。 

住所：富士吉田市上吉田１-２-５ 富士吉田合同庁舎１階(吉田中学校となり) 

電話：0555-24-9035 
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●生活をしやすくする制度● 
 

補装具 

身体障害者(児)が障害によって失われた機能を補って、日常生活を容易にす

るために、「補装具」の給付、借受け及び修理が受けられます。 

【助成を受けるためには】 

事前に福祉健康課にて相談・申請します。 

※補装具製作後・修理後の申請はできません。 

【給付・修理】 

障害種別 種目(補装具名) 

視覚障害 盲人用安全杖、義眼、眼鏡(遮光眼鏡等) 

聴覚障害 補聴器 

肢体不自由 

義手、義足、装具、車椅子、電動車椅子、歩行器、起立保持具、 

歩行補助杖(一本杖は除く)、座位保持装置、頭部保持具、排便補助

具 

重度の両上下肢かつ 

音声・言語機能障害 
重度障害者用意思伝達装置 

難病患者等 
車椅子、電動車椅子、歩行器、重度障害者用意思伝達装置、靴型装

具 

※ 労災や介護保険が優先となります。また治療上必要な方は、医療保険が優先

となります。 

【借受け】 

対 象 

①身体の成長に伴い、短期間で補装具等の交換が必要であると認められる場合 

②障害の進行により、補装具の短期間の利用が想定される場合 

③補装具の購入前に、複数の補装具等の比較検討が必要であると認められる場

合 

種 目 

・義肢、装具、座位保持装置の完成用部品 

・重度障害者用意思伝達装置の本体 

・歩行器 

・座位保持椅子 

【自己負担】 

障害者の場合 

本人及び配偶者のうち村民税所得割額が非課税者は費用負担なし。課税者は

１割負担となります。 
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障害児の場合 

保護者の属する住民基本台帳上の世帯全員の村民税所得割額が非課税世帯

は費用負担なし。課税世帯は１割負担となります。 

※一定の所得以上の場合は、補装具費の支給対象外となります。村の担当が

確認します。 

【申請に必要な持ち物】 

１. 障害者手帳 

２. マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(障害児は本人と保護者) 

３. 所得課税証明書 ※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

４. 障害年金等の振込通知書又は年金が振りこまれる通帳 

【手続きの流れ】 

＜購入＞             ＜修理＞ 

村福祉健康課窓口に相談・申請 

（見積書・意見書持参） 

村福祉健康課窓口に相談・申請 

（見積書・意見書持参） 

 

県相談所等にて書類・面接での判定 

 

申請者と業者に決定通知を送付 

 

用具納品時に自己負担額を支払い、給付券に署名・捺印をし、給付券を業者に返す 

 

村が業者に公費分を支払う 

 

【判定】 

１８歳以上の方で補装具を給付・修理する場合、面接でその要否に関して、山

梨県障害者相談所が判定をします。申請後に判定日の日時をご連絡しますので、

身体障害者手帳と使用している補装具があれば持参してください。 

※場所は山梨県立富士ふれあいセンター、判定日は月２回(第２、第４火曜日) 
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軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成 

身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器の装

用により言語の習得、コミュニケーションの向上を支援するため、補聴器購入・

修理費用の一部を助成します。 

【助成を受けるためには】 

補聴器を購入・修理する前に相談・申請が必要です。 

【対象者】 

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの方で次の要件をすべて満た

す方が助成の対象となります。 

山中湖村内に住所があること。 

両耳の聴覚レベルが３０デシベル以上で身体障害者手帳の対象とならないこ

と。ただし、医師が装用の必要を認めた場合は、３０デシベル未満の方について

も対象となる。 

補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果が期待できると医師からの判

断を受けていること。 

対象児童の属する世帯の中に、村民税所得割が４６万円以上の方がいない場

合。 

 

日常生活用具 

障害者が日常生活を自立した状態で円滑に過ごすために必要な用具の購入費

を助成します。 

【助成を受けるためには】 

事前に福祉健康課にて申請します。 ※購入後の申請はできません。 

【自己負担】 

村民税非課税世帯は費用負担なし。課税世帯は１割負担となります。 

※一定の所得以上の場合は、日常生活用具の支給対象外となります。村の担当

が確認します。 

【申請に必要な持ち物】 

１.障害者手帳 

２.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(障害者は本人、障害児は本人と保護者) 

３.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

【介護保険との関係】 

介護保険の介護用品の給付と障害者施策による日常生活用具の給付の両方の

支給要件に該当する方は、原則として介護保険制度による給付が優先されます。 

ただし、身体上の理由等で介護保険の貸与品が利用できない方は障害者施策

の給付対象となります。 

※介護保険の日常生活用具 

貸与 ： 特殊マット、特殊寝台、体位変換器、移動用リフト、歩行支援用具 

給付 ： 便器、特殊尿器、入浴補助用具、移動用リフト(つり具の部分) 
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住宅の確保及び改造 

① 居室整備資金の補助 

日常生活環境を改善するために、専用居室・浴室・便所及び台所等を整備、(改

造、改築又は増築に限る)する場合、その経費の一部を、山梨県が実施主体とな

り、補助します。(５０㎡以内) 

１階のみ対象(階段は対象外) 

【対象者】 

在宅の重度心身障害者(１８歳以上で、肢体不自由の身体障害者手帳１・２級

又は日常生活において常時介護を必要とする療育手帳Ａの所持者) 

【補助を受けるためには】 ※工事着工後の申請はできません。 

工事の着工前に福祉健康課で申請します。 

この制度は、整備内容や世帯の所得等、種々の制限があります。 

手続きに１ヶ月程度かかることがあります。この間工事にかかることができ

ませんので、余裕を持って事前に協議して下さい。 

② 居室整備資金の貸付 

日常生活環境を改善するために、専用居室等を造築または改築する場合、必要

な資金を、山梨県社会福祉協議会が実施主体となり、貸付します。 

【対象者】 

重度心身障害者(日常生活で常時介護を必要とする身体障害者手帳１・２級又

は療育手帳Ａの所持者) 

【貸付を受けるためには】 ※工事着工後の申請はできません。 

工事の着工前に、村社会福祉協議会に申請。また、この制度は、整備内容等に

種々の制限がありますので、事前に相談してください。 

 

公営住宅の入居 

住宅に困窮している心身障害者(身体障害者手帳１級～４級所持者及び重度

又は中度の知的障害者)及び心身障害者が同居している世帯が、公営住宅に入居

を希望される場合はご相談ください。 

県営住宅の場合 

⇒山梨県住宅供給公社管理課(電話 055-237-1656)に相談。 

 

生活福祉資金の貸付 

障害者の経済的自立、生活意欲の助長促進及び在宅福祉・社会参加の促進を図

り、安定した生活を営めるようにするための生活福祉資金の貸付です。資金の種

類は、総合支援資金(生活支援費・住宅入居費・一時生活再建費)、福祉資金(福

祉費・緊急小口資金)、教育支援資金(教育支援費・就学支度費)があります。但

し、貸付条件を満たさない場合には 利用出来ません。 

【貸付を受けるためには】 

貸付条件、その他詳しい内容については、村社会福祉協議会（電話 0555-62-

2227）にお問い合わせください。 
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やまなし思いやりパーキング制度 

障害のある人や高齢の人、けが人の方などで、車の乗り降りや移動に配慮の必

要な方が、公共施設、店舗等の障害者用等の駐車場などに車をとめ、安全かつ安

心して施設を使用できるように支援する制度です。 

対象の方には思いやり駐車区画利用証を交付します。 

 

       
 

やまなし思いやり駐車区画利用証の適正利用をお願いします 
県及び市町村では、やまなし思いやり駐車区画利用証を交付しております。こ

れは、車の乗り降りや移動に不自由があり、通常より幅広い、または、施設入口

に近い駐車区画を必要とされる方が、安全に、かつ安心して駐車し、施設を利用

できるように支援する制度です。 

そのため、利用証をお持ちでない方は思いやり駐車区画を利用できません。ま

た、利用証をお持ちでも、県と協定を結んでいない施設の駐車場では、利用証は

使えませんのでご注意ください。 

 

やまなし思いやり駐車区画利用証の有効期間に注意！ 
利用証には有効期間がありますので必ずご確認いただき、有効期間の満了を

迎えたものは交付窓口への返却をお願いします。 

※利用証の有効期間が満了を迎えている場合、その利用証を用いることはで

きません。 

有効期間が満了を迎える、または既に満了を迎えた利用証につきましては再

度申請いただくことで更新が可能になる場合がございますので、県障害福祉課

（055-223-1460）、または山中湖村役場へお問い合わせください。 

詳細は県ホームページでもご確認いただけます。 

【問い合わせ】 

福祉健康課 電話 0555-62-9976 
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●その他の助成制度● 
 

山中湖村重度心身障害者（児）等タクシー利用料金助成事業 
在宅重度心身障害者(児)が、通常の交通機関を利用することが困難なために

タクシーを利用する場合に、乗車料金の一部を助成します。 

【対象者】 

①身体障害者手帳所持者のうち、肢体不自由及び視覚障害で等級が１級・２級

の方。 

②療育手帳所持者のうち、障害の程度がＡの方。 

※自動車税・軽自動車税の減免を受けている方、施設入所をしている方を除

く。 

【助成の内容】 

交付決定月から年度末(３月)まで、６か月は３枚、それ以降は２枚、最大３０

枚タクシー券を交付します。タクシー券を乗務員に渡すことでタクシー料金が

助成されます。１回の乗車につき、乗車料金を超えない範囲内で複数枚の利用が

できます。乗車料金と助成額の差額は自己負担となります。 

【助成を受けるためには】 

福祉健康課で申請します。 

■申請に必要な持ち物 

１.障害者手帳 
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介助用自動車改造、購入費の助成 

自動車をリフト付等に改造、又は改造してある自動車の購入に要する経費を

助成します。 

【対象者】 

次のいずれかに該当する方 ※所得制限があります。 

①障害者手帳が１級または２級であって、下肢機能障害または体幹機能障害

により 日常生活において車椅子等を使用している在宅の障害児者 

②日常生活自立度(ねたきり度)判定がランク B またはランク C と認められ

た者であり、 ６５歳以上でかつ日常生活において車椅子等を使用している在

宅者 

③上記の①または②の介助者であり、生計を一にする者 

【助成の内容】 

自動車をリフト付等に改造、又は改造してある自動車の購入に要する経費の

３分の２(４０万円を限度とする。) を助成します。 

【助成を受けるためには】 

改造・購入前に福祉健康課で申請します。 ※改造・購入後の申請はできません。

■申請に必要な持ち物 

１.身体障害者手帳または日常生活自立度判定表(市町村で用意します) 

２.車検証(購入の場合は不要) 

３.自動車の改造・購入に要する経費の見積書(改造するものとしないもの２ 

種類) 

４.住民票謄本 

５.主たる生計維持者の所得証明書 

６.改造する部品のパンフレット等 

改造、購入後に契約書の写し、領収書の写し、車検証の写し、車輌の写真(改

造部分のわかるもの)の提出が必要です。また、助成事業が完了した日から起算

して小型車は４年間、その他の車両については６年間知事の承認を受けないで

譲渡、交換、貸付、担保等にしないで下さい。 

(承認を希望の場合は書類の提出が必要になります。) 
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自動車燃料費の助成 

障害者が使用する自家用自動車の燃料費の一部について助成します。 

【対象者】 

次の要件①②の両方に該当する方 

①身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ 

②自動車税又は軽自動車税の減免を受けている方、またはリース契約の方。 

【助成の内容】 

助成金は１ヶ月５０ﾘｯﾄﾙを限度とし、１ﾘｯﾄﾙあたり４０円(軽油については１

８円)の割合で支給されます。※自動車税の減免の証明をうけた翌月から該当に

なります。 

【助成を受けるためには】 

手続きの詳細については毎年１１月か１２月の広報(県・村)に掲載しますの

で御覧下さい。 

※申請用紙は毎年１１月頃から福祉健康課および富士・東部保健福祉事務所

福祉課にて配布しています。 

※該当者は忘れずに手続きして下さい。なお、提出書類には燃料費の領収書等

が必要です。 

 

自動車改造費の助成 

身体障害者が就労等に伴い自ら所有し運転する自動車を改造する場合に要す

る経費(操向装置及び駆動装置の改造に要する経費)を助成します。 

【対象者】 

身体障害者手帳 上肢機能障害２級以上または体幹機能障害２級以上または

下肢機能障害３級の方で運転免許証を有する者。 

自ら車を所有し、ハンドル、ブレーキ、アクセル等を改造する必要がある者。 

【助成の内容】 

自動車の改造に要する経費(操向装置及び駆動装置の改造に要する経費で１

０万円を限度とする)を助成します。 

【助成を受けるためには】 

改造前に福祉健康課で申請します。※改造後の申請はできません。 

■申請に必要な持ち物 

１.身体障害者手帳 

２.自動車の改造に要する経費の見積書 

３.車検証 

４.免許証 

５.所得証明書(所得制限があります) 

６.改造前の改造箇所の写真数枚 

 

 

  

改造後に実績報告を提出していただきますが、そ

の際車輌を改造した部分の写真を必要書類と一緒

に提出していただきます。尚、助成事業が完了し

た日から起算して５年間は山中湖村長の承認を受

けないで譲渡、交換、貸付、担保等にしないで下

さい。 

(承認を希望の場合は書類の提出が必要になりま

す。) 
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●税金の減免・控除● 
※自動車税、軽自動車税のどちらか一人につき一台に限り、減免が受けられま

す。 

自動車税の減免 

障害者のために使用される自動車については、一定の要件を満たす場合、減免

が受けられます。※施設入所、長期入院は対象外。 

【申請区分】 

自動車を誰が運転するかによって、減免の要件や手続きが異なります。 

①本人運転 身体障害者が本人自ら運転 

②家族運転 

障害者等と住居および生計を一にする方が運転 

障害者等の通学、通院、通所または生業(通勤を含む)のために、週３日以

上もしくは総使用日数(走行距離数)の５０％以上使用していること。 

③常時介護者運転 

障害者等を常時介護する方が運転 

※「障害者のみの世帯(単身の世帯を含む。)」又は「７０歳以上の方(も

しくは未成年者)と障害者のみで構成される世帯」に限る。 

障害者等の通学、通院、通所または生業(通勤を含む)のために、週３日以

上もしくは総使用日数(走行距離数)の５０％以上使用していること。 

【減免の対象となる障害程度】 

〇身体障害者手帳所持者 

障害の区分 ①本人運転 ②家族運転③常時介護者運転 

視覚障害 １級～４級 

聴覚障害 ２級・３級 

平衡機能障害 ３級 

音声機能障害 
３級(喉頭摘出による音声機

能障害がある場合に限る) 
━ 

上肢不自由 １級・２級 

下肢不自由 １級～６級 ※１ １級～３級 

体幹不自由 １級～３級・５級 １級～３級 

脳原性機能

障害 

上肢機能障害 １級・２級 

移動機能障害 １級～６級 １級～３級 

心臓・じん臓・呼吸器・ ぼうこ

う又は直腸・ 小腸の機能障害 
１級・３級 

免疫機能障害・肝臓機能障害 １級～３級 

療育手帳 障害の程度Ａ※２ 障害の程度Ａ 

精神障害者保健福祉手帳 １級※２※３ １級 ※３ 
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※１ 身体障害者手帳下肢不自由においては、７級に配当する障害が２以上重

複する場合は６級とし、本人運転に限り減免の対象となります。 

※２ 詳細は山梨県自動車税センターまでお問い合せください。 

※３ 精神障害者保健福祉手帳については１級の障害を有していて、かつ自立

支援医療受給者証(精神通院)の交付を受けている方が対象となります。 

【対象となる自動車の登録要件】 

手帳の種類 本人運転 家族運転・常時介護者運転 

身体障害者手帳 
所有者：障害者本人 

使用者：障害者本人 

所有者：障害者本人または同居の生計同一者 

使用者：障害者本人または同居の生計同一者 

・常時介護者 

療育手帳 

精神障害者保健福祉手帳 
━ 

所有者：障害者本人または同居の生計同一者 

使用者：障害者本人または同居の生計同一者 

・常時介護者 

※割賦販売(ローン購入)の場合はこの限りではありません。 

また、車検証に「事業用」と記載されている自動車およびリース車両は対象外で

す。 

※『生計を一にする方』とは? 

障害者と収入および支出を共同にして日常生活を営み、かつ同一家屋に起居

している方。 

 

【使用目的・使用頻度】 

もっぱら障害者の通学・通院・通所・生業(通勤を含む)のために週３日以上も

しくは総使用日数(走行距離数)の５０％以上使用している自動車が対象となり

ます。 

 

【手続き】 

『本人運転』の場合 

持ち物：『障害者手帳』『運転免許証』『車検証』『印鑑』『マイナンバー』 

山梨県自動車税センターに申請 

 

『家族運転』・『常時介護者運転』の場合 

① まず減免資格証明書の交付手続きをします。 

～申請する場所～ 

身体障害者手帳・療育手帳 ⇒福祉健康課で交付申請 

精神障害者保健福祉手帳 ⇒ 富士・東部保健所地域保健課 

○申請に必要なもの 

通学等の証明書・誓約書・運転計画書、障害者手帳、車検証、運転免

許証、印鑑 
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②証明書の交付を受けたら、山梨県自動車税センターへ申請します。 

○申請に必要なもの 

減免資格証明書(３か月以内)、障害者手帳、運転免許証、車検証、印鑑 

※住所が一致している必要があります。ご確認ください。 

『本人運転』『家族運転』 ⇒ 障害者手帳と運転免許証と車検証の住

所が一致 

『常時介護者運転』 ⇒ 障害者手帳と車検証の住所が一致 

山梨県自動車税センター 笛吹市石和町唐柏１０００－４  

電話 055-262-4662 FAX 055-263-2421 

 

軽自動車税の減免 

障害のある方が所有する軽自動車、もしくは生計を共にする方が所有する軽

自動車は、申請により軽自動車税の減免が受けられます。 

【減免対象】 

①本人運転 身体障害者が本人自ら運転 

②家族運転 

障害者等と住居および生計を一にする方が運転 

障害者等の通学、通院、通所または生業(通勤を含む)のために、

週３日以上もしくは総使用日数(走行距離数)の５０％以上使

用していること。 

③常時介護者運転 

障害者等を常時介護する方が運転 

※「障害者のみの世帯(単身の世帯を含む。)」又は「７０歳以

上の方(もしくは未成年者)と障害者のみで構成される世帯」に

限る。 

障害者等の通学、通院、通所または生業(通勤を含む)のために、

週３日以上もしくは総使用日数(走行距離数)の５０％以上使

用していること。 

※手帳を所持されている方は障害程度に関わらず、減免の対象となります。 

【手続き】 

○持ち物 

  ①身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、戦傷病者手帳 

  ②軽自動車車検証 

  ③運転免許証 

  ④届出者の印鑑 

  ⑤納付書 

※納期限の 7 日前までに税務住民サービス課窓口までお越しください。 
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所得税、村県民税等の控除 

【所得税】 

①特別障害者控除 ４００,０００円 

(身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手帳１級の方) 

②普通障害者控除 ２７０,０００円 

(身体障害者手帳３～６級、療育手帳Ｂ、精神障害者保健福祉手帳２・３級の

方) 

【村県民税】 

①特別障害者控除 ３００,０００円 

(身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手帳１級の方) 

②普通障害者控除 ２６０,０００円 

(身体障害者手帳３～６級、療育手帳Ｂ、精神障害者保健福祉手帳２・３級の

方) 

詳細は、税務住民サービス課にお問い合わせください。 

 

相続税の控除 

障害者が相続により財産を取得する場合、相続税の控除が受けられます。 

詳細は、税務署にお問い合わせ下さい。 

 

贈与税の非課税(特別障害者扶養信託) 
家族や個人が重度障害者への金銭を贈与する場合に、一括して金銭を信託銀

行に預け、そこから自動的に障害者に支給するシステムがあります。これを利用

する場合に贈与税は６,０００万円までが非課税となります。詳細は、税務署に

お問い合わせ下さい。 

大月税務署 大月市御太刀２－８－１０ 大月地方合同庁舎 0554-22-3151 

 

個人事業税・不動産取得税の減免 

重度の視覚障害者が行うあんま、マッサージ、指圧などに類する事業を行う際

の事業税や、障害者を多数雇用する事業所の事業主が助成金の支給を受けて当

該事業所の事業の用に供する家屋で一定のものを取得した場合などで税金が減

免されます。 

詳細は、総合県税事務所にお問い合わせ下さい。 

総合県税事務所 笛吹市石和町広瀬７８５ 東八代合同庁舎(１.２階) 

個人事業税 055-261-9115 不動産取得税 055-261-9117 

 

マル優制度 

マル優制度等により、預貯金の利子が非課税扱いの適用が受けられます。 

くわしくは最寄りの金融機関へお問い合わせください。 
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●各種割引制度● 
 

乗り物の割引 

※障害者手帳の「旅客鉄道株式会社旅客運賃減額」欄に記載されている区分

『第１種』・『第２種』をご確認ください。 

 

①ＪＲ(日本旅客鉄道)  

※私鉄鉄道会社においても同様の割引をおこなっている場合あり。 

【対象者】 

『身体障害者手帳』『療育手帳』『精神障害者保健福祉手帳』の所持者。 

【割引率】 

 第１種身体障害者・第１種療育手帳・

第１種精神障害者 

第２種身体障害者・第２種療育手帳・

第２種精神障害者 

本人単独 本人と介護者 本人単独 本人と介護者 

普通乗車券 
片道１００km超の

場合本人５割引 
５割引 

片道１００km超の

場合本人５割引 
━ 

定期乗車券 

(小児定期乗

車券を除く) 

━ 
５割引(障害者が１

２歳未満の場合は介

護者のみ５割引) 

━ 
障害者が１２歳未満

の場合は介護者のみ

５割引 

回数乗車券 

(急行回数乗

車券を除く) 

━ ５割引 ━ ━ 

急行券 

(特別急行券

を除く) 

━ ５割引 ━ ━ 

 

【割引を受けるには】 

乗車券を購入する際に、障害者手帳を提示して下さい。 

※割引の開始日、取扱区間、割引率、介護者等の取り扱いは、各鉄道会社によっ

て異なる場合があります。詳しくは、直接、各鉄道会社にお問い合わせください。 
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②乗合バスの運賃割引 

【対象者】 

『身体障害者手帳』 『療育手帳』 『精神障害者保健福祉手帳』の所持者。 

【割引率】 ※県内に発着するバス路線に乗車する場合 

対象者 割引率 

•第１種身体障害者 

•第２種身体障害者のうち１２歳

未満の者 

•療育手帳Ａ所持者及び療育手帳

Ｂ１２歳未満 

•精神障害者保健福祉手帳１級 

本人と介護者 

普通乗車券 ５０％ 

定期乗車券 ３０％ 

•第２種身体障害者 

•療育手帳Ｂ所持者 

•精神障害者保健福祉手帳２級及

び３級 

本人のみ 

【割引を受けるには】 

乗車券を購入する際に、障害者手帳を提示して下さい。 

 

③航空運賃の割引 

【対象者】 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者 

【割引率】 ※定期航空路線(国内線)に搭乗する場合 

第１種、第２種に関わらず本人(１２歳以上)及び介助者１名の運賃が割引さ

れます。 

※割引率は航空会社・路線によって異なります。 

※写真の貼られていない障害者手帳では割引が適用されない場合がございま

すのでご注意ください。 

※国際線の割引はありません。 

【割引を受けるには】 

航空会社によって割引サービスが異なりますので、航空券販売窓口にお問い

合わせください。 

 

④タクシー運賃の割引 

【対象者】 

『身体障害者手帳』『療育手帳』の所持者。 

【割引率】 

１０％割引(県内のタクシー会社のタクシーに乗車する場合) 

※県外のタクシーについては、制度が多少異なると思われます。 

【割引を受けるには】 

タクシーを利用する際に、手帳を提示してください。 
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有料道路通行料金の割引 

【対象者】 

①障害者自らが運転する場合 ⇒ 身体障害者手帳所持者。 

②介護者が運転する場合 ⇒ 第１種の身体障害者。療育手帳Ａ。 

【割引率】 

５０％以内 ※登録できる車は１人１台です。 

【割引を受けるには】 

ＥＴＣレーンを利用する・しないにかかわらず、事前に福祉健康課で申請をし

て、障害者手帳に車の登録(証明)をします。 

登録した車以外の場合は、高速道路の料金所で支払う前に障害者手帳を提示

します。 

【申請に必要な持ち物】 

１.障害者手帳 

２.免許証(第２種の場合) 

３.登録する車の車検証※ローンを組んでいる方は、ローン契約書も必要です。 

４.ETCカード(障害者本人名義) ※ＥＴＣレーンを利用する場合 

５.ETCセットアップ申込書・証明書 ※ＥＴＣレーンを利用する場合 

※ＥＴＣレーンを利用する場合は登録に３週間程度かかります。 

【対象となる車両】 

自動車 

適用範囲 

ＥＴＣレーン利用 一般レーン利用 

１種・２種 １種 ２種 

乗用自動車 〇 〇 〇 

貨物自動車 〇 〇 〇 

特種用途自動車 〇 〇 〇 

二輪自動車 〇 〇 〇 

レンタカー × 〇 〇 

借用自動車 × 〇 〇 

介護・福祉タクシー・ 

一般タクシー 

× 

(事前に確認) 

× 

福祉有償運送車両 × 〇 

(事前に確認) 

× 

※自動車を保有していない方も対象となります。 

※業務利用車両等は対象外となります。 

※再認定のある手帳は割引・有効期限が異なる場合があります。 
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携帯電話の障害者割引 

障害者手帳を所有する方の携帯電話の基本料金などが、半額になるなどの制

度があります。 

携帯電話会社により、サービス内容が異なりますので、詳しくは各携帯電話窓

口にお問い合わせください。 

例 ： ＮＴＴドコモ⇒ハーティ割引 

ａｕ⇒スマイルハート割引 

ソフトバンク⇒ハートフレンド割引 など 

 

ＮＴＴ無料電話番号案内 

ＮＴＴの電話番号案内を無料で受けることができます。 

【対象者】 

身体障害者手帳をお持ちで次の障害を有する方。 

・視覚障害 １級～６級 

・肢体不自由(上肢・体幹・乳幼児以前の非進行性の脳病変による運動機能

障害)１級・２級 

療育手帳をお持ちの方 

精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方 

【割引を受けるには】 

事前に登録が必要です。手続き等につきましては、0120-104174(フリーダイヤ

ル)までお問い合わせください。 

 

ＮＨＫ放送受信料の免除 

【対象者と減免内容】 

放送受信料が全額免除 

世帯構成員に身体障害者(児)、知的障害者、精神障害者がおり、世帯構成員

全員が、村県民税非課税の場合。 

放送受信料が半額免除 

世帯主が視覚・聴覚障害者、または重度の身体障害者(１・２級)、重度の知

的障害者(Ａ)、重度の精神障害者(１級)の場合(世帯主が受信契約者でなけれ

ばならない) 

【割引を受けるには】 

福祉健康課にて証明を受け、NHK甲府放送局に申請書を提出します。 

【申請に必要な持ち物】 

１.印鑑 

２.障害者手帳 

※申請内容（世帯員の変更など）に変更が生じた場合には取り消されることが

あります。 
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山中湖村障がい者温泉施設使用料助成 
 

【対象者】 

 山中湖村に住民登録があり、障害者手帳（身体障害者手帳・療育手帳・精神

障害者保健福祉手帳のいずれか）の交付を受けている方 

【助成内容】 

 対象施設での入館料が無料となります。 

入館の際、障害者手帳を受付へご提示ください。 

【対象施設】 

・山中湖温泉「紅富士の湯」 

・山中湖平野温泉「石割の湯」 

【問い合わせ】 

 福祉健康課 電話 0555-62-9976 
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●各種手当・障害年金● 
 

特別児童扶養手当 

中程度以上の身体又は知的障害のため、日常生活において常時監護を必要と

する２０歳未満の児童を養育している父母又は養育者に対して、特別児童扶養

手当が支給されます。 

※所得制限があります。(８月中旬から９月中旬の間に所得状況届の提出が必

要です。) 

※施設入所の場合は、受給できません。 

【手当額】 ※年３回(４・８・１１月)通帳口座振込により支給 

１級 ⇒ 月額 ５８，４５０円 

２級 ⇒ 月額 ３８，９３０円 

【手当を受けるには】 

福祉健康課で申請をします。 

【申請に必要な持ち物】 

１.障害者手帳 

２.診断書(所定の様式があります。) ※療育手帳が『Ａ-１, Ａ-２ａ, Ａ-２

ｂ』の場合は省略可 

３.戸籍謄本 

４.住民票謄本 

５.通帳(父母等の名義) 

６.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

(本人・配偶者・対象児童・同居している扶養義務者) 

 

 

 

 

 

 

障害児福祉手当 

２０歳未満で身体又は知的に重度で永続する障害があるために、日常生活に

おいて常時特別の介護を必要とする在宅の障害児に対して、障害児福祉手当が

支給されます。 

※所得制限があります。(８月中旬から９月中旬の間に所得状況届の提出が必

要です。) 

※施設入所の場合は、受給できません。 

【手当額】 ※年４回(２・５・８・１１月)口座振込により支給 

月額 １６，５６０円 

【手当を受けるには】 

福祉健康課で申請をします。 
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【申請に必要な持ち物】 

１.印鑑 

２.障害者手帳 

３.診断書(所定の様式) ※療育手帳が『Ａ-２ａ』の場合は省略可 

４.戸籍謄本 

５.障害児名義の預金通帳 

６.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

 

特別障害者手当 

２０歳以上で身体又は知的、精神に著しく重度で永続する障害(原則として重

複障害)があるために、日常生活において常時特別の介護を必要とする在宅の障

害者に対して、特別障害者手当が支給されます。 

※所得制限があります。(８月中旬から９月中旬の間に所得状況届の提出が必

要です。) 

※施設入所または継続して３ヶ月を超える入院の場合は受給できません。 

【手当額】 ※年４回(２・５・８・１１月)、口座振込により支給 

月額 ３０，４５０円 

【手当を受けるには】 

福祉健康課で申請をします。 

【申請に必要な持ち物】 

１.印鑑 

２.障害者手帳 

３.診断書(所定の様式があります。) 

４.戸籍謄本 

５.本人名義の預金通帳 

６.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード 

 

山梨県心身障害者(児)扶養共済 

心身障害児・者の将来について、保護者が持たれる不安を軽くするために、山

梨県心身障害者(児)扶養共済制度を実施しています。この制度は心身障害児・者

の保護者が、任意に加入するもので、保護者が死亡し又は身体に著しい障害を有

することとなった場合、心身障害児・者に年金が支給されます。 

【手当を受けるには】 

加入申込書及び添付書類は、福祉健康課にありますので、加入を希望される方

は、手続きをして下さい。 

 

 

 

 

 



 

- 32 -  

障害年金 

傷病によって、一定程度の障害の状態になった者に対して支給される年金です。 

①障害基礎年金 

６５歳未満の方で国民年金に加入している期間中に障害の状態になったとき、

又は国民年金法に定める程度の障害のある児童が２０歳になったとき、障害基

礎年金が受給できます。 

【年金を受けるには】 

受給要件がありますので、まずは税務住民サービス課にご相談ください。 

②障害厚生年金 

厚生年金保険法に基づいて支給される障害年金。各種公務員等が加入している

共済年金、 船員保険法に基づいて船員の障害年金も、障害厚生年金とほぼ同様

です。 

【年金を受けるには】 

受給要件がありますので、まずは年金事務所にてご相談ください。 

③特別障害給付金 

国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給して

いない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事

情にかんがみ、福祉的措置として「特別障害給付金制度」が創設されました。 

【支給の対象となる方】 

(１)平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生 

(２)昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等の配偶者

であって、当時、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害

基礎年金の１級、２級相当の障害の状態にある方が対象となります。ただし、

６５歳に達する日の前日までに当該障害状態に該当された方に限られます。 

※障害基礎年金や障害厚生年金、障害共済年金などを受給することができる方

は対象になりません。 

※給付金を受けるためには、厚生労働大臣での認定が必要になります。 

【手当を受けるには】 

税務住民サービス課にご相談ください。 

  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%82%B7%E7%97%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9A%9C%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B4%E9%87%91
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%B9%B4%E9%87%91%E4%BF%9D%E9%99%BA%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%88%B9%E5%93%A1%E4%BF%9D%E9%99%BA%E6%B3%95
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●日常生活の支援● 
 

１ 障害福祉サービス・障害児通所サービス 

障害者手帳をお持ちの方で、介護が必要と認定された方のニーズに応じてサ

ービスを提供する「介護給付」と、自立した社会生活を営むために必要な生活能

力や仕事のスキルなどを身に着ける訓練を提供する「訓練等給付」があります。 

また、障害児では、就学する前に療育を受ける「児童発達支援」と就学後に療

育を受ける「放課後等デイサービス」などがあります。 

障害福祉サービス・障害児通所サービスを利用するためには、事前申請が必要

です。福祉健康課で申請をします。 

２ 地域生活支援事業 

障害福祉サービスとは別に、障害者の地域における生活を支えるさまざまな

事業です。 

〇 日中一時支援事業 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の負担軽減を図

ります。 

〇 訪問入浴サービス事業 

在宅の重度障害者等に、訪問による入浴サービスを提供します。 

〇 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害者等に対して、外出のための支援を行います。 

〇 意思疎通支援事業 

聴覚障害者等が手話等による通訳を必要とするときに、手話通訳者や要約筆

記者を派遣します。 

〇 地域活動支援センター 

通所による創作活動や生産活動の機会を提供し、社会との交流促進を図りま

す。 

【対象者】 

身体障害児者・知的障害児者・精神障害児者・発達障害児者 

難病等患者(厚生労働大臣が定める) 

【申請に必要なもの】 

１.障害者手帳(ない方は障害を確認できるもの ⇒ 医師の診断書や自立支援

医療受給者証など) 

２.マイナンバー通知カード 若しくは マイナンバーカード ※新規申請、転

入者のみ 

(障害者の方は本人と配偶者、障害児の方は本人と保護者) 

３.年金額のわかるもの(振込通知書または、年金が振り込まれる通帳) 

４.所得課税証明書※当該年の１月１日に住民でなかった方のみ 

【障害福祉サービス利用の流れ】 

１.相談・申請 

福祉健康課に相談し、サービスが必要な場合に申請を行います。 

２.調査 
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障害者・障害児または家族と面接して、心身の状況や生活環境などについて

の調査を行います。 

※ 調査はおおよそ、３０分から１時間程度の時間がかかります。 

３.審査・判定 

調査の結果および医師の診断結果をもとに、審査会で審査・判定が行われ、

どのくらいサービスが必要な状態か決定されます。 

※ 利用するサービスによって、審査会での判定が不要な場合があります。 

４.サービス等利用計画案の作成依頼 

指定特定相談支援事業者(＊)が利用者の希望などを考慮に入れたサービス

等利用計画案を作成します。 

(＊)指定を受けている事業所のことで、サービス利用の相談やサービス等の

利用計画の作成、 サービス事業者との連絡調整を行います。 

５.決定・通知 

計画案を作成した計画相談員が、障害者本人やその家族、事業所職員、村職

員などを集め、担当者会議を行います。会議内では、計画案の内容を共有しま

す。その後、決定通知および受給者証が交付されます。 

６.事業者と契約 

サービスを利用する事業者を選択し、利用に関する契約を行います。 

７.サービスの利用開始 

村から交付された受給者証を提示してサービスを利用し、負担能力に応じた

利用者負担を支払います。 

※ 負担が重くなりすぎないように、所得の低い人の負担を無料にするなどの

軽減策があります。  
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●各種相談窓口● 

名称 主な業務内容 

富士北麓障害者基幹相談 

支援センター「ふじのわ」 

(富士吉田市役所内) 

1 ページにも記載があり

ます。 

障害のある方が相談できる場所であり、相談支援専門員等がそ

の相談に対応します。障害の種別や年齢、障害手帳のある・な

しに関わらず障害のある方やご家族などならの困りごとの相

談をお受けします。 

富士吉田市下吉田 6-1-1 

電話 0555-28-6255 FAX 0555-22-1122 

山中湖村障害者虐待防 

止センター 

(福祉健康課内) 

「障害者虐待に関する通報」「障害者を保護するための相談、

指導及び助言」など 

山中湖村山中 237 番地の 1 

平日 電話 0555-62-9976 FAX 0555-62-9981 

夜間・土日祝日 電話 0555-62-1111 FAX 0555-62-3088 

山中湖村ひきこもり相談 
ひきこもりに関する相談に対応します。 

山中湖村山中 237 番地の 1 福祉健康課 電話 0555-62-9976 

富士ふれあいセンター 

（富士ふれあいの村内） 

「療育手帳・補装具の相談・判定」「機能訓練」「文化教室」「福

祉機器等の展示」「点字図書、字幕入りビデオ等の貸出」など 

富士河口湖町船津６６６３－１(山梨赤十字病院の上側) 

電話 0555-72-5533 FAX 0555-72-5539 

富士・東部保健福祉事務

所 

（富士吉田合同庁舎内） 

富士北麓や東部地域の保健・衛生・福祉の総合的な事業を持っ

ています。 

また、保健所では、うつ病や統合失調症などの精神障害から軽

い神経症まで、いわゆる「こころの病」にかかっている方や家

族の相談をお受けしています。 

富士吉田市上吉田 1-2-5 富士吉田合同庁舎 1,2階 

電話 0555-24-9035 FAX 0555-24-9037 

山梨県障害者相談所 

(山梨県福祉プラザ内) 

身体障害者の医学的・心理的及び職能判定を行うとともに、必

要に応じて補装具の処方や適合判定を行い、また身体障害者が

最も効果的に自立、社会復帰などできるよう指導しています。 

１８歳以上の知的障害者を対象に、相談や医学的・心理的及び

職能的判定を行い、必要な助言・指導を行っています。 

甲府市北新 1-2-12 

電話 055-254-8671 
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都留児童相談所 

心身に障害のあるお子さんがすこやかに育つための療育・相

談、療育手帳の判定を行っています。 

都留市田原 3-5-24 

電話 0554-45-7835 FAX 0554-45-7836 

民生委員・児童委員活動 

身近な地域で民生委員に相談できます 

厚生労働大臣より委嘱された「民生委員・児童委員」が、各地

域におり、地域社会の福祉全般の相談に応じています。地区担

当がありますので山中湖村民生委員児童委員協議会事務局に

ご確認ください。 

民生委員・児童委員協議会事務局 

福祉健康課 電話 0555-62-9976 FAX 0555-62-9981 

山梨県立聴覚障害者情報 

センター 

(山梨県福祉プラザ内) 

・手話通訳者、要約筆記奉仕員の派遣 

・手話、字幕入り番組ビデオの貸し出し 

・自主番組の制作 

・聴覚障害者の相談 

・文化、学習などの活動支援があります 

甲府市北新 1-2-12 

電話 0555-254-8660 FAX 055-254-8665 

山梨県立精神保健福祉セ 

ンター・山梨県自殺防止

センター 

(山梨県福祉プラザ内) 

保健所、市町村、精神科医療機関等の関係機関や福祉・教育・

労働の各分野と連携をとりながら次のような事業を行ってい

ます。 

・精神保健福祉に関する技術指導援助 

・関係職員の教育研修 

・正しい知識の普及啓発 

・精神障害者の社会復帰や社会参加促進事業 

・調査研究 

・協力組織育成 

・思春期・アルコ-ル相談を含む心の健康相談等 

心の電話相談(ｽﾄﾚｽ ﾀﾞｲﾔﾙ)   電話 055-254-8700 

自殺防止電話相談 電話 ０５７０-０６４-５５６
お こ な お う －  ま も ろ う よ  － こ こ ろ

 

自死遺族相談 電話 055-254-8651 

ひきこもり相談窓口 電話 055-254-7231 

精神科救急医療相談窓口 電話 055-254-3119 

(平日夜間 17：15～21：15、休日 11：00～19：30) 
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こころの発達総合支援セ

ンター（発達障害者支援

センター） 

（子どものこころサポー

トプラザ内） 

子どもの心の健康や発達障害に関わる問題に的確に対応する

ため、児童思春期に特有な心の病を持つ子どもや心的外傷を抱

えてしまう被虐待児、早期に発見されにくく適切な支援を受け

られないため不適応状況に陥りやすい発達障害児者に対して、

診断・治療等のクリニック機能や相談・支援体制の充実を図る

とともに、発達障害児者の療育について地域の関係機関と連携

した地域支援システムを構築します。 

甲府市住吉２丁目１番１７号 

新規受付専用ダイヤル 電話 055-288-1795 

山梨県立介護実習普及セ 

ンター 

(山梨県福祉プラザ内) 

県民の皆さんに介護についての知識や技術を習得していただ

くため、介護に関する各種の講座を開設しています。介護機器

の展示や介護についての相談も行っています。専門のスタッフ

が丁寧に対応いたしますので、どなたでも安心して御活用くだ

さい。 

甲府市北新 1-2-12 

電話 055-254-8680 

山梨県立ふじざくら支援

学校 

（富士ふれあいの村内） 

富士北麓地域(富士吉田市、富士河口湖町、西桂町、鳴沢村、忍

野村、山中湖村)を学区とした特別支援学校です。 

知的障害・肢体不自由・２つ以上の障害を有する重度障害のあ

る児童・生徒のための学校です。小学部・中学部・高等部があ

り、ひとり一人の実態に応じた教育を行っています。 

お子様の特性について相談や子育てしている中で困っている

こと、就学の相談、学校生活で困っていることなどについての

相談を年間通じてお受けしています。 

富士河口湖町船津 6663-1 

電話 0555-72-5161 FAX 0555-72-5164 

山梨県高次脳機能障害者

支援センター 

（甲州リハビリテーショ

ン病院内） 

高次脳機能障害者やその家族に対し専門相談や助言などを行

うため、「山梨県高次脳機能障害者支援センター」が設置され

ています。 

○利用対象：高次脳機能障害のある方やその家族 など 

○支援内容：・相談支援（医療・福祉制度、保険・年金、就学・

就労など） 

・医師による専門相談 

○上記の相談業務は無料 

○利用方法：完全予約制のためお電話でご予約ください。 

○受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 9:00～16:00 

○電話番号：055-262-3121 
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●聴覚障害者のためのサービス● 
 

緊急通報システムサービス(Ｎｅｔ１１９) 
“救急車、消防車を呼びたい、どうしよう”という時にスマートフォン等で呼

ぶことができます。 

【登録（利用）対象者】 

 山中湖村に在住（通勤・通学）している聴覚・言語機能の障害などにより音声

での会話が困難な方 

【利用するには】 

①Ｎｅｔ１１９利用申込書に必要事項を記載して、富士五湖消防本部指令課

に提出。もしくは専用の二次元コードから空メールを送信する。 

②利用申込み後、消防本部が申請内容を確認し登録されます。 

【登録（利用）料金】 

 無料。ただし利用に伴う通信費は利用者負担となります。 

【問い合わせ】 

富士五湖消防本部 電話 0555-22-0119 FAX 0555-24-4420 

         メール：fg-shireika@mfi.or.jp 

 二次元コード： 

 

 

 

 

聴覚障害者向け放送番組(目で聴くテレビ) 
「目で聴くテレビ」は聴覚に障害のある方のための放送局です。ニュースや地

域の話題からスポーツ、手話学習まで、手話と字幕をつけてさまざまな情報をお

届けしています。 

※専用受信機『アイ・ドラゴンⅢ』が必要です(日常生活用具申請可)。 

アイ・ドラゴン４(IPTV)が販売中です。 

【問い合わせ】 

ＣＳ障害者放送統一機構 電話 06-6242-6501 FAX 06-6242-6502 

  

mailto:fg-shireika@mfi.or.jp
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●視覚障害者のためのサービス● 
 

点字郵便物の無料扱い 

点字のみを掲げたものを内容とする郵便物は、無料で送ることができます。利

用方法については、郵便局の窓口にお問い合わせください。 

 【問い合わせ】 

富士吉田郵便局 電話 0555-22-3403 

 

点字での投票 

視覚障害者で、通常の文字が書けない人には、点字による投票が認められてい

ます。 

入場券についても、希望される方には入場券の記載内容を点字にて対応しま

す。 

【利用するには】  

選挙管理委員会に申し込みます。電話 0555-62-1111 
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●『働きたい』を支援するサービス● 
 

ハローワークでの障害者求職登録(どうやって仕事をみつけ

るの？) 
ハローワークでは、障害者の専門窓口を設置して、企業への就職のための職業

相談・紹介を行っています。はじめて登録する方は、障害者手帳を持参し、住所

を管轄するハローワークで登録をします。聴覚障害者の方は、手話通訳による職

業相談も行っています。 

⇒ハローワーク富士吉田 富士吉田市竜ケ丘２－４－３ 

電話 0555-23-8609 FAX 0555-24-4019 

 

ジョブコーチ(１人で仕事ができるかなぁ・・・) 
ジョブコーチは企業と障害者の間に立ちみんなが安心して働ける職場作りの

お手伝いをします。 

一人で就職するのが難しい！という障害のある方のために、ジョブコーチと

呼ばれる人が一緒に職場で付き添います。企業や本人の不安が解消されるにつ

れて、少しずつ付き添うレベルを少なくしていき、最終的には１人で仕事が出来

るようにします。就職後も、職場を定期的に訪問するなど、アフターケアも実施

します。利用するには、ハローワークに相談しましょう。 

 

トライアル雇用(自分にあっている会社なのか心配・・・) 
短期間(原則として３か月間)試行的に働き、その間にお互いの理解を深め、そ

の後の常用雇用への移行や雇用のきっかけ作りを図ります。つまり、自分も会社

もお互いがあっているかを考える期間です。利用するには、ハローワークに相談

しましょう。 

 

障害者雇用を支援する機関(就労についていろいろ相談した

い・・・) 
⇒山梨県障害者就業・生活支援センター 

障害者の職業生活における自立を図るため、地域の関係機関の連携拠点とな

り、また就業面及び生活面における一体的な支援を行います。 

『障がい者就労・生活支援センターありす』 

富士吉田市新西原３－４－２０ 電話 0555-30-0505 

「ありす」では、就職を希望する障がいのある方や、在職中の障がいのある方

の就業・生活における悩み等に対してお手伝いします。雇用・福祉・教育等の

関係機関との連携を取り、いろいろな方法で支援していきます。 

【精神障害・知的障害・身体障害のある方で】 

○「働きたい」と思っている方 

○現在働いているが、「身体がツライ」「職場の人間関係に悩んでいる」方など 
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【事業所・企業等の方】 

○障害者の雇用を考えている事業主の方 

○障害者の雇用をしており、問題を抱えている事業主の方 

その他県内施設 

『陽だまり』北杜市長坂町長坂下条１３６８－１ 電話 0551-32-0035 

『すみよし障害者就業生活支援センター』甲府市住吉４－１１－５ 電話 

055-221-2133 

『障害者就業生活支援センターコピット』甲州市塩山上於曽９３３-６ 電話

0553-39-8181 

⇒山梨県障害者職業センター 

障害者の職業自立及び雇用の促進・安定を図るため、次の業務を行っていま

す。 

①障害の状況に応じた職業自立及び能力や特性に合った仕事を見つけるため

の職業相談。 

②基本的な労働習慣を身につけるための職業準備訓練。 

③仕事上の悩みやトラブルを解決するための職場への適応指導。 

山梨県甲府市湯田２－１７－１４ 電話 055-232-7069 FAX 055-232-7077 

 

社会適応訓練 

山梨県が委託した協力事業所での作業訓練を通して、精神障害者が自信や意

欲を取り戻し、社会復帰のきっかけにしていくことを目的とする事業です。 

※対象者・事業所は、調査の結果、事業に適すると認められた場合のみ 

【問い合わせ】 

富士・東部保健所地域保健課(吉田中学校のとなり) 富士吉田市上吉田１－２

－５ 

電話 0555-24-9035 
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●障害者の権利をまもる制度● 

 

障害者虐待防止のために 

山中湖村では障害者虐待防止法施行に伴い、虐待によって障害者の権利や尊

厳がおびやかされることを防ぎ、障害者の安定した生活や社会参加を助けるた

めに山中湖村障害者虐待防止センターを設置しています。 

【障害者虐待とは】(種類) 

•養護者による障害者虐待 

障害者の生活の世話や金銭の管理などをしている家族や親族、同居する人に

よる虐待のこと 

•障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 

障害者福祉施設や障害福祉サービス事業所で働いている職員による虐待の

こと 

•使用者による障害者虐待 

障害者を雇って働かせている事業主や上司、同僚による虐待のこと 

«通報や届け出をした人の情報はもちろん守ります» 

虐待の通報をした人や届け出をした人を特定する情報は慎重に取り扱い、秘

密は守ります。 

また、通報者が施設や職場の職員による場合、通報を理由に解雇などをするこ

とは禁じられています。匿名による通報でも、通報の内容は受け付けます。 

【こんなことが障害者虐待】 

•身体的虐待 

障害者の身体に傷や痛みを負わせる暴力を加えること。正当な理由なく身

動きがとれない状態にすること 

•経済的虐待 

本人の同意なしに障害者の財産や年金、賃金などを使うこと 

障害者に理由なく金銭を与えないこと 

•放棄・放任(ネグレクト) 

食事や入浴、洗濯、排せつなどの世話や介護をせず、障害者の心身を衰弱さ

せること 

•性的虐待 

障害者に無理やり、わいせつなことをしたり、させたりすること 

•心理的虐待 

障害者を侮辱したり拒絶したりするような言葉や態度で、精神的な苦痛を
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与えること 

«「虐待される人」「虐待してしまう人の両方を救うために» 

障害者虐待は様々な理由から発生してしまう社会的な問題です。介護疲れや

障害への知識不足、家族間の人間関係、養護者自身の環境や経済状況など要因は

個別に違います。 

それらを知識や技術、負担軽減などで専門的に多角的に支援します。 

【お問合せ】 

山中湖村障害者虐待防止センター 

山中湖村山中 237 番地の 1 福祉健康課 

平日 電話 0555-62-9976 FAX 0555-62-9981 

夜間・土日祝日 電話 0555-62-1111 FAX 0555-62-3088 

 

障害者差別に関する相談 

障害者差別解消法では、国や市町村などの行政機関、会社、お店などの民間事

業者に、障害を理由とする「不当な差別的取扱い」をしないことや「合理的な配

慮の提供」をすることが規定されています。 

○不当な差別的取扱いとは…障害を理由に施設の利用や習い事を断られ

た、車椅子の利用者が入店を断られたなど。 

○合理的な配慮の提供とは…段差がある場合にはキャスター上げなどの補

助を行う、筆談、読み上げ、ゆっくりと丁寧に説明するなどコミュニケーシ

ョンの方法を工夫するなど。 

不当な差別的取扱いを受けた、合理的な配慮の提供がされなかったなど、困っ

たことがありましたら、身近な相談相手となる障害者差別地域相談員または福

祉健康課までお気軽にご相談ください。 

山中湖村の障害者差別地域相談員は、富士北麓障害者基幹相談支援センター

「ふじのわ」相談員の宮下祐也
みやしたゆうや

さんが、県から委嘱されています。 

 

富士北麓障害者基幹相談支援センター「ふじのわ」 問い合わせ先 

電話番号：0555-28-6255 

FAX番号：0555-22-1122 

メールアドレス：fujinowa@snow.ocn.ne.jp 

〒403-8601 山梨県富士吉田市下吉田 6丁目１番１号 富士吉田市役所 1階 

 

mailto:fujinowa@snow.ocn.ne.jp
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日常生活自立支援事業 

知的障害者、精神障害者など判断能力が十分ではなく、福祉サービスの利用手

続や日常的な金銭管理に不安を感じている方に支援します。 

【サービスの内容】 

１.福祉サービスの利用援助サービス 

○福祉サービス利用の手続き複雑で一人では難しい。など 

２.日常的な金銭管理サービス 

○お金のやりとりや預金の出し入れに自信がない、誰かに金銭の管理をして

ほしい。 

○生活費のやりくりが出来ず、医療費や福祉サービス利用料、公共料金等の

支払いが滞ってしまう など 

３.大切な書類をお預かりして保管するサービス 

○預金通帳・印鑑・年金証書・大切な書類をなくしてしまう。 

【利用料】 

１時間 １,０００円 １時間を超えた場合１５分ごとに２５０円加算。 

(生活保護受給者、住民税非課税世帯は免除) 

【利用するには】 

山中湖村社会福祉協議会にご相談ください。利用者と契約後に支援が始まり

ます。 

山中湖村社会福祉協議会 電話 0555-62-2227 
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成年後見制度 

認知症,知的障害,精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々を,法律的

に保護し, 支援するのが成年後見制度です。 

【成年後見人に頼めること】 

『財産の管理や手続き』や『介護などのサービスを受けるための契約や、病院

や施設の入所に関する契約』を、本人に代わって成年後見人が行うので安心して

生活を送ることができます。 

【メリット・デメリット】 

(メリット) 

高額な支払いを要する契約行為は成年後見人が代理して行うので、悪質商法

の被害にあう心配がなくなります。もし契約をしてしまっても、本人が単独で

行った行為は取り消しが出来ます。 

(デメリット) 

後見や保佐が開始すると、本人は医師、税理士等の資格や会社役員の地位を

失います。 

※かつては成年被後見人等になりますと戸籍に記載されましたが、なくなり

ました。 

【問い合わせ】 

家庭裁判所都留支部 電話 0554-43-2185 

成年後見センター・リーガルサポート山梨 電話 055-254-8030 

山梨県社会福祉士会 電話 055-269-6280  
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●難病の方を支援する制度● 

 

特定疾患治療研究事業 

特定疾患治療研究事業は、難病患者の医療費の助成制度です。 

指定難病に関する情報については、「難病情報センター」のホームページをご

覧ください。 

URL：https://www.nanbyou.or.jp/ 

二次元コード： 

 

 

 

 

・都道府県・指定都市ごとの相談窓口 

・都道府県・指定都市ごとの難病指定医や難病指定医療機関 

・指定難病の疾病概要や診断基準   などが掲載されています。 

【助成をうけるためには】 

富士・東部保健所健康支援課に申請をします。 

富士吉田市上吉田１－２－５富士吉田合同庁舎１階(吉田中学校となり) 

電話 0555-24-9034 

 

山梨県難病相談・支援センター 

相談のほかにも、難病患者の仲間づくりや集いなど、同じ疾患をもつ患者や家

族の交流の機会を提供するとともに、機関紙の発行やホームページ等により、難

病についての情報提供をおこない、患者や家族の精神的負担の軽減につとめま

す。 

※運営：山梨県患者・家族団体協議会 

山梨県甲府市太田町９-１ 電話・FAX 055-223-3241 

URL：http://www.nanbyou-soudan.jp/ 

二次元コード： 

  

：https:/www.nanbyou.or.jp/
http://www.nanbyou-soudan.jp/
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●病気のお子さまを支援する制度● 

 

小児慢性特定疾患治療研究事業 

小児慢性特定疾患で長期に治療を要する１８歳未満(２０歳未満まで延長可)

の児童に対し、その医療費の一部を助成する制度です。 

【給付の対象】 

＊悪性新生物(急性リンパ性白血病など) 

＊慢性腎疾患(ネフローゼ症候群など) 

＊慢性呼吸器疾患(慢性肺性心など) 

＊膠原病(川崎病、若年性関節リウマチなど) 

＊糖尿病(１型糖尿病、２型糖尿病など) 

＊先天性代謝異常(軟骨無形性症など) 

＊血液・免疫疾患(血友病など) 

＊慢性消化器疾患(先天性胆道閉鎖症など) 

＊神経・筋疾患(ウエスト症候群など) 

＊慢性心疾患(心室中隔欠損症、左心低形成症候群など) 

＊内分泌疾患(成長ホルモン分泌不全性低身長、先天性甲状腺機能低下症など) 

＊染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群(コフィン・ローリー症候群など) 

＊皮膚疾患(眼皮膚白皮症など)  

【助成を受けるためには】 

富士・東部保健所健康支援課に申請をします。 

富士吉田市上吉田１－２－５富士吉田合同庁舎１階(吉田中学校となり) 

電話 0555-24-9034 
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●富士北麓の障害者団体・家族会● 

名 称 代表者氏名 連 絡 先 備 考 

山中湖村身障福祉

会 

会長 

高村 清 

(事務局) 

福祉健康課 

山中湖村山中 237番地の 1 

電話 0555-62-9976 

村内の障害者手帳保持者

並びに１８才未満の障害

者の保護者により旅行等

の親睦を図るための事業

をしています。 

富士吉田市視覚障

害者協会 

会長 

荻窪 たき子 

(事務局) 

富士吉田市下吉田４-２-１５ 

富士吉田市社会福祉協議会内 

電話 0555-23-8105 

富士吉田市を中心とする

視覚障害者により活動・運

営。山中湖村にお住いの方

も入会の対象者となって

おります。 

※陶芸・料理・民謡教室等 

の活動。 

目が見えない・見えにくい

状態の視覚に障害を持っ

ている「会員」と、本会の

活動や会員のサポートを

してくださる「賛助会員」

を募集しています。 
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手話は言語です～９月２３日は「やまなし手話言語の日」～ 

 

山梨県では、全ての県民が、手話言語に対する理解を深め、障害のある人もな

い人も、社会を構成する対等な一員として、安心して暮らすことのできる共生社

会の実現を目指して、令和５年３月２４日に山梨県手話言語条例が施行され、条

例では、９月２３日を「やまなし手話言語の日」と制定されました。 

手話は言語です。手話でコミュニケーションの輪を広げていきましょう。 

 

県民の皆さんへのお願い 

・手話がろう者の意思疎通の手段として、必要な言語であることを理解しま

しょう。 

・手話の普及や手話を使用しやすい環境づくりにご協力をお願いします。 

・山梨県では、手話言語の理解促進のための啓発動画などを作成しています

ので、ご視聴をお願いします。 

ＵＲＬ：https://www.pref.yamanashi.jp/shogai-fks/shuwa/shuwa.html  

二次元コード： 

 

 

 

問い合わせ先  

山梨県障害福祉課 電話 055-223-1460 FAX 055-223-1464 
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●ヘルプカード● 

ヘルプカードとは？ 

「手助けが必要な人」と「手助けしたい人」を結ぶカードです。 

障害のある方などが持ち歩くことにより、災害時や緊急時など、ヘルプカード

を使用して周囲の人に手助けを求めることができます。 

ヘルプカードはこんなときに役立ちます！ 

○日常的に 

・ちょっと助けてほしいときに、ヘルプカードを提示することで、支援を受け

ることができます。 

○緊急のとき 

・パニックや発作、病気のときに配慮してほしいことや常用している薬の情報

を伝えることができます。 

○災害が発生したとき 

・家族等に連絡してもらいたい、避難生活で適切な支援を受けたいと伝えるこ

とができます。 

利用にあたって気をつけること 

重要な個人情報も含まれますので、取扱いや紛失などには十分注意してくだ

さい。 

配布対象者 

山中湖村に在住の障害のある方 （※手帳の有無は問いません） 

配布窓口・時間 

山中湖村役場 福祉健康課 

平日の午前８時３０分～午後５時１５分（土日・祝日を除く） 
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山中湖村役場 福祉健康課 

〒401-0595 山梨県南都留郡山中湖村山中237

番地の1 

電話：0555－62－9976／FAX：0555－62－9981 

E-mail：fukushi@vill.yamanakako.lg.jp 

URL：https://www.vill.yamanakako.lg.jp 

 

 


